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9.3 鉄道施設 

 

9.3.1 予測方針 

東京都(1997)3)によると、大きな地震では、交通施設において落橋や倒壊といった大きな被害が

発生しなくても、受けた施設被害により長期間不通となり、地震後の交通が大きく混乱すること

が予想されるとして、兵庫県南部地震の被害事例を基に、東京における鉄道の不通区間の想定を

行っている。今回の被害想定調査においても上記と同様な考えにより、被害予測を行うこととす

る。 

 

○ 想定する被害の種類と前提条件 

ＪＲ線、私鉄線を対象に、揺れによる不通区間（点検・簡単な補修が終わる地震発生後から１

日後を想定）を想定する。なお、図 9.3-1 に示す一般旅客鉄道路線以外に、今回の被害想定では、

貨物線も対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.3-1 神奈川県内の鉄道路線図 

 

 

9.3.2 予測手法 

被害予測は、東京都(1997)によるものとし、地震時の鉄道不通被害の想定を行う。不通区間は、

駅間単位で図 9.3-2 のフローにしたがって想定する。 

 

①鉄道現況データの作成 

地形図から対象とする線路及び駅の位置（有無）をメッシュ単位で路線毎に読みとる。 
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図 9.3-2 鉄道の被害区間想定方法 (東京都(1997)3) ) 

 

②不通率の設定 

鉄道の被害程度の指標として、不通率を次式のように定義する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.3-3 不通率の算定手順 (東京都(1997)) 

 

ここで、区間別不通期間については、兵庫県南部地震時の震度別の各鉄道区間の開通日（表

9.3-2）を基に設定する。駅間の区間が震度の変化する境界を横切る場合には、その区間の震度は

ある震度の地域を通過する不通区間総延長(km)
 ある震度の地域を通過する総延長(km)  

不通率＝ 
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大きい方の震度としている。新幹線については運休区間の単位が長く、震度分布との関係を分析

することが困難なためデータから除外している。 

この方法で設定した鉄道の地震発生後１日目の不通率は、表 9.3-1 のようになる。震度５の範

囲については、兵庫県南部地震の実績より、不通区間なしと設定する。 

 

表 9.3-1 鉄道の不通率 (東京都(1997)3)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日数と不通率の関係を図 9.3-4 に、震災後３日までの震度と不通率の関係を図 9.3-5 に示す。

この手法では震度６弱の地域の復旧日数は約 20 日、震度６強では約６か月、震度７の地域で７か

月と想定する。 

 

③駅間の平均値の計算 

不通率設定のために用いた兵庫県南部地震の事例データでは、路線の不通／通行可能延長は、

駅間単位で計測した不通距離のデータである。したがって、各路線の駅間の不通率を、その間に

含まれるメッシュごとの不通率の平均値として計算する。 

 

例：       A 駅             B 駅 

通過メッシュ別 

    不通率： 0.8 0.8 0.15 0.15 0.8 0.8 

   →駅間平均値（0.8×4＋0.15×2）÷6（メッシュ）＝0.58 

 

④不通区間の判定 

③により計算した不通率の区間平均値が 0.5 以上であるかにより各駅間の不通、通行可能を決

定する。 

 

⑤橋梁の耐震補強後の不通率 

現況では、各路線とも原則として橋梁の耐震補強は終了しているので、その効果を考慮する必

要がある。東京都(1997)の想定に準じて、耐震補強の効果を次のように設定する。 

・落橋・倒壊の被害が損傷・亀裂のレベルまで軽減されると仮定。 

・震度７の地域の事例でも復旧日が概ね約 40 日になる。 

：40 日で復旧と設定 

・震度６強の地域では復旧日数が最大でも１か月程度に短縮される。 

 ：30 日で復旧と設定 

・震度６弱の地域では、基本的に被害は生じない。 

 これを基に、耐震補強後の復旧曲線を図 9.3-6 のように設定した。 
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図 9.3-4 阪神・淡路大震災における日数と不通率の関係（鉄道） (東京都(1997)3)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.3-5 震災後３日までの震度と不通率の関係 (東京都(1997)) 
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図 9.3-6 耐震化を考慮した不通率の設定 

耐震化後の復旧曲線の設定：震度７

y = -0.2682Ln(x) + 1.4435
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表 9.3-2 阪神・淡路大震災の鉄道復旧状況
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9.3.3 予測結果 

 想定地震ごとの、地震発生直後、１日後、２日後の不通区間と鉄道復旧に要する日数を図 9.3-7

～図 9.3-12 に示す。 

 地震時に予測される川崎市内における鉄道の不通による支障は、概ね次のとおりである。 

 

○ 川崎市直下の地震 

耐震化を考慮しない場合は、10 日を超える期間で鉄道の不通が生じると予測され、耐震化を

考慮した場合は、一部区間を除くと、２日を超える期間での鉄道の不通は生じないと予測され

る。 

○ 南関東地震 

耐震化を考慮しない場合でも、１日を超える期間での鉄道の不通は生じないと予測される。 

○ 東京湾北部地震 

南関東地震と同様、耐震化を考慮しない場合でも、１日を超える期間での鉄道の不通は生じ

ないと予測される。 

 

 また、今回の被害想定では、人的被害については想定していないが、強い地震動にみまわれる

地域においては、列車の脱線等が発生し、死傷者が生じることが想定される。 
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地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 

図 9.3-7 鉄道不通区間：川崎市直下の地震（耐震化を考慮しない場合） 
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地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 

 

図 9.3-8 鉄道不通区間：南関東地震（耐震化を考慮しない場合） 
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地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 

図 9.3-9 鉄道不通区間：東京湾北部地震（耐震化を考慮しない場合） 
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地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 

図 9.3-10 鉄道不通区間：川崎市直下の地震（耐震化を考慮した場合） 
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図 9.3-11 鉄道不通区間：南関東地震（耐震化を考慮した場合） 

地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 



 9-42

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 9.3-12 鉄道不通区間：東京湾北部地震（耐震化を考慮した場合） 

地震発生直後の鉄道不通区間 地震発生 1日後の鉄道不通区間 

地震発生 2日後の鉄道不通区間 鉄道復旧に要する日数 
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9.4 港湾施設 

 

9.4.1 予測方針 

港湾被害については、川崎市管理の施設を対象とする。市管理の港湾施設は、川崎港内の東扇島

と千鳥町に位置し、係船能力として水深-7.5m 以上（5,000 重量トン級以上）のバースが全 27 バー

ス備わっている（図 9.4-1 及び表 9.4-1 参照）。 

このうち、東扇島の２箇所のバース（９号岸壁及び 31 号岸壁）については、耐震岸壁として整

備済みの施設であり、地震時においても、港湾施設の基本的な機能は維持できると想定される。 

 
  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9.4-1 川崎港の概略図 
 
 

＊川崎港統計年報 平成 20 年(2008 年)4）より 

 

東扇島東公園 

（基幹的広域防災拠点）
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表 9.4-1 川崎港の係留施設現況 

（川崎市管理施設 5,000 重量トン以上） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊川崎港統計年報 平成 20 年(2008 年)4) より 

 

施 設 名 称 延長(m) 水深(-m)
重量トン
(D/W)

船席 種類
エプロン幅

(m)

千鳥町２号係船桟橋 171.6 9.0 10,000 1 桟橋 16.2

千鳥町３号係船桟橋 190.0 10.0 15,000 1 桟橋 16.6

千鳥町４号係船岸壁 219.5 10.0 15,000 1 岸壁 15

千鳥町５号係船桟橋 211.1 10.0 15,000 1 桟橋 25

千鳥町６号係船桟橋 208.6 10.0 15,000 1 桟橋 25

千鳥町７号係船桟橋 180.0 10.0 15,000 1 桟橋 25

川崎コンテナ１号岸壁 440.0 14.0 40,000 1 桟橋 20

東扇島１号岸壁 235.1 10.0 15,000 1 岸壁 20

東扇島２号岸壁 206.2 10.0 15,000 1 岸壁 20

東扇島３号岸壁 261.2 12.0 30,000 1 岸壁 20

東扇島４号岸壁 240.0 12.0 30,000 1 岸壁 20

東扇島５号岸壁 240.0 12.0 30,000 1 岸壁 20

東扇島６号岸壁 240.1 12.0 30,000 1 桟橋 20

東扇島７号岸壁 240.0 12.0 30,000 1 桟橋 20

東扇島８号岸壁 240.0 12.0 30,000 1 桟橋 20

東扇島９号岸壁 270.0 12.0 30,000 1 桟橋 20

東扇島２１号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２２号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２３号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２４号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２５号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２６号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２７号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２８号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島２９号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島３０号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

東扇島３１号岸壁 130.0 7.5 5,000 1 桟橋 22

延長：取付け部を含む実延長
水深：所定水深

係　船　能　力
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9.4.2 予測手法 

非耐震バースについて、地震発生に伴い復旧に長期間を要する被害バース数を算出することと

する。 
港湾岸壁の被害率は、図 9.4-2 に示すフローで行う。被害率関数として、図 9.4-3 のものを用

いる 5）。この図は、兵庫県南部地震における神戸港及び釧路沖地震における釧路港の被害実態を

元に作成されているもので、近年、港湾施設（岸壁）を対象とした地震被害予測の被害率として

用いられている手法である。 

今回の想定では、図 9.4-3 に併示した被害率のうち、港湾岸壁がほぼ崩壊かつ復旧に長期間を

要する場合（Level-Ⅲ）の港湾岸壁被害率を用い、下の式より被害バース数を算出する。 

被害バース数＝非耐震バース数×（加速度別）港湾岸壁被害率  
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 9.4-2 港湾岸壁被害算出フロー 

 
 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 9.4-3 港湾岸壁被害確率の累積分布関数（ICHII(2004)5）） 

 

 

 

Level-Ⅰ：軽微な被害、ほぼ支障なし
Level-Ⅱ：短期間で修復可 
Level-Ⅲ：ほぼ崩壊、かつ復旧に長期間

を要する被害率 
Level-Ⅳ：完全崩壊 

被害バース数 

港湾岸壁被害率 

非耐震バース数 基礎に作用する加速度 
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9.4.3 予測結果 

 表 9.4-2 に被害予測の試算結果を示す。 

非耐震バースについては、南関東地震及び川崎市直下の地震の場合、14バースの被害が発生し、

東京湾北部地震の場合は６バースの被害が発生すると想定される。 

地震時に際しても港湾施設としての機能が維持されると考えられる耐震バース（２箇所）と、

Level-Ⅲの被害に至らない（被害を受けても復旧に長期間は要しない）とされるバースを使用可

能バースと仮定すると、南関東地震及び川崎市直下の地震の場合、13 箇所のバースが使用可能と

され、東京湾北部地震の場合は 21 箇所のバースが使用可能と想定される。 

 

 

 

表 9.4-2 港湾施設の被害予測結果 

川﨑市直下の地震 南関東地震 東京湾北部地震

総バース数

耐震バース数

非耐震バース数

工学的基盤の加速度

(cm/s2)
449.2 451.7 294.9

非耐震バースの被害率
(%)

57.0 57.5 22.4

被害バース数 14 14 6

使用可能バース数 13 13 21

対象地震

27

2

25

 

使用可能バース数＝耐震バース数＋（非耐震バース数－被害バース数） 
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9.5 コンビナート地域 

 

9.5.1 コンビナート地域の被害について 

コンビナート地域については、今回の調査で地震動等の予測を行っているが、別途神奈川県に

おいて、防災アセスメント調査（「神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査(2006) 6）」。

以下、「県アセス調査」と記す。）が行われている。 
短周期の地震動については、次節で述べる予防対策用震度を用いて被害想定を行っており、長

周期地震動によるスロッシングの被害については、長周期地震動特性とタンク固有周期に基づい

た検討を行っている。 
短周期地震動において、川崎市直下の地震による震度と県アセス調査の予防対策用震度を比較

すると、ほぼ同程度か、場所によっては川崎市直下の地震の方がやや小さい結果となっている。

また、長周期地震動では、神奈川県（2009）7）において、市調査の想定地震である南関東地震に

ついて検討を行っており、県アセス調査の結果が概ね妥当であると結論付けられている。 

以上のことから、県アセス調査及びその評価に基づいて、現在防災対策が進められていること

も考慮し、本市のコンビナート地域における地震被害想定については、県アセス調査の被害を基

に実施した。 
 

9.5.2 地震時の災害危険性評価 

県アセス調査では、地震時の被害を想定する際には、中央防災会議「首都直下地震対策専門調

査会」8）による「予防対策用震度分布」を用いて評価を行っている。 
この「予防対策用震度分布」は、上記専門調査会で対象とした地震による地震動推計値の重ね

合わせにより、想定最大震度を示しているものである。 
県アセス調査では、この地震動の強さ及び上記専門調査会による液状化危険度に基づいて、県

内の各コンビナート地区の被害の評価を行っている。図 9.5-1 に県アセス調査で想定している地

震動分布を示す。 
対象施設としては、危険物タンク、ガスタンク、毒性液体タンク、プラントの各施設としてお

り、例えば、危険物タンクでは、地震動の大きさによりタンク本体の被災による漏洩の、また地

震動の大きさと液状化危険度から配管の破損による漏洩の発生確率を評価している。 
このように、地震時に想定される災害の事象について、各施設について発生確率を評価し、災

害の発生頻度（確率・起こりやすさ）と影響度の推定結果を基に、リスクマトリックスにより、

災害危険性として検討している。図 9.5-2 にリスクマトリックスを示し、表 9.5-1 に災害発生確

率区分と影響度区分を示す。また、災害を段階別に捉え、各段階で想定される災害危険性を表9.5-2

のように設定している。 
図 9.5-3 に地震時の災害危険性の評価例を示し、表 9.5-3 に各施設・災害事象別にまとめた評

価結果を示す。 
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表 9.5-1 災害の発生確率区分と影響度区分 

 

区分 災害発生確率 区分 影響距離　[ｍ]

Ae 10-2 程度 （５×10-3 以上） Ⅰ 200m以上

Be 10-3 程度 （５×10-4 以上５×10-3 未満） Ⅱ 100m以上 200m未満

Ce 10-4 程度 （５×10-5 以上５×10-4 未満） Ⅲ 50m以上 100m未満

De 10-5 程度 （５×10-6 以上５×10-5 未満） Ⅳ 20m以上 50m未満

Ee 10-6 程度 （５×10-6 未満） Ⅴ 20m未満

※添字の e は地震時を表す。
※Aeは、地震が発生した時、100施設のうち１施設で被害が
　生じる程度の危険性を表す。

地震時の災害発生確率区分 災害の影響度区分

 

 

図 9.5-1 「県アセス調査」で想定した地震動分布 

・左図：予防対策用震度分布 

・右上図：京浜臨海地区の震度分布（震度の色調表現が異なることに注意）

・右下図：今回調査における「川崎市直下の地震」の震度分布図を右上図と

同一の色調表現にして再掲 

 

 

震度６強＝橙色 

震度６強＝黄色

震度６弱＝緑色

図 9.5-2 リスクマトリックス概要 



 

 9-49

表 9.5-2 発生確率と災害危険性の関係 

○  第１段階の災害：災害の発生確率Ａレベル（10-2程度以上）及びＢレベル（10-3程度） 
   の災害  

→現実的に起こり得ると考えて対策を検討しておくべき災害 
○ 第２段階の災害：災害の発生確率Ｃレベル（10-4程度以上）の災害 

→発生する可能性は相当に小さいと考えられるが、万一に備えて対策を検討しておく 
○ その他の災害：災害の発生確率Ｄレベル（10-5程度）で、影響度Ⅱ以上（100m 以上） 

の災害 
→発生する可能性が極めて小さく優先度は低いが、対策を講ずることが望ましい災害 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.5-3 地震時における災害危険性の評価例（危険物タンク・流出火災の場合） 
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表 9.5-3 京浜臨海地区の災害の評価結果（地震時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
上記までの評価のうち、危険物タンクについては、容量 1,000 kℓ 以上の特定タンクを対象と

したものであるが、1,000 kℓ 未満の非特定タンクについても災害の危険性を検討している。 
評価は災害発生の確率として評価されており、その結果を表 9.5-4 に示す。 
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表 9.5-4 少容量危険物タンクの災害発生確率（地震時・京浜地区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海上入出荷施設の地震時における災害の発生については、海上入出荷施設が地震動による被害

を受けることは考えにくいが、入出荷中に津波が来襲した場合は、ローディングアームの破損は

考えられるとしている。ただし、最近のローディングアームについては、緊急離脱装置がついて

いるものもあり、その場合は津波到着前に作業の中止は充分可能としている。 
また、大型タンカーの場合は、離桟に時間がかかるため、津波によりタンカーが岸壁に衝突す

る恐れもあるものの、津波高さが１ｍ程度であり、漏洩等の事故に発展する可能性は小さいとし

ている。 
 

9.5.3 液状化に伴う地盤変状による影響 

県アセス調査では、さらに、上記までの検討とは別に、特定貯槽（高圧ガス貯槽）配管につい

て、液状化に伴う地盤変状の影響による配管移動の検討を行っている。 
そこでは、「コンビナート地区の安全性に関する調査（平成 14 年度）9）」における地盤変状量と

施設の状況等を基に判定を行っている。地盤変状量算定の際の液状化については、上記調査では、

川崎臨海部で PL 値 15 以上の液状化危険度が高いという条件で想定している（今回の調査では、

臨海部のかなりの地域で液状化危険度が高いと予測）。 
判定結果によれば、高圧ガスタンク３基について、新設する配管に適用される県の耐震設計基

準に不適合とされた。ただし、改善策の一例として配管長さを３ｍ延長することにより、適合す

るという結果も示されている。 
 

9.5.4 やや長周期地震動による影響 

神奈川県の地震被害想定調査(2009)では、市調査の想定地震である南関東地震について（及び

別途東海地震についても）、やや長周期地震動（周期１秒以上の揺れ）について計算を行っており、

川崎市～横浜市の臨海部などで、やや長周期の地震動の発生が示されている。 
発生するやや長周期地震動の大きさは、2003 年十勝沖地震の際に、石油タンクのスロッシング

による危険物溢流による火災が生じた苫小牧地域と同程度か、それを超えるレベルの地震動が予

測されており、スロッシングによる危険物の溢流の危険性が予想され、臨海部ではこのような危

険があることも考慮しておく必要があるとされている。 
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